






































































(2) なお，Cancian et al.（2011）では，養育費の支払いが，支払い側（父）の貧困率に与える影響についても取り
上げられている。それによると，養育費を支払うことにより，父親の貧困率は２-３％ポイント上昇するという。
しかし，養育費を支払ったことによる父親側の貧困率の上昇よりも，養育費を受け取ったことによる母子世帯の
貧困率の低下のほうが大きい，と指摘されている（Cancian et al. 2011：154）。
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